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令和２年度「第２回佐賀地方労働審議会」議事録 

 

１ 日時 令和３年３月18日（木）13時 30分～15時 30分 

２ 場所 佐賀第２合同庁舎 ３階 共用大会議室２ 

３ 出席者 

   公益代表：板橋委員、江崎委員、澤野委員、高木委員、早川委員、福島委員 

   労働者代表：石隈委員、井手委員、小池委員、城島委員、俣野委員 

   使用者代表：江島委員、田村委員、平野委員、松永委員 

   事務局：加藤労働局長、髙野総務部長、大田雇用環境・均等室長、 

       高橋労働基準部長、三宅職業安定部長 

４ 議題 

 （１）令和３年度佐賀労働局行政運営方針（案）について 

 （２）その他（佐賀県婦人既製服製造業最低工賃の見直し工程について） 

 

○事務局 雇用環境・均等室 貞木雇用環境改善・均等推進監理官 

 それでは、定刻となりましたので、ただ今から「令和２年度第２回佐賀地方労働審議会」を

開催いたします。 

 私は雇用環境・均等室の貞木と申します。どうぞよろしくお願いいたします。 

 議事に入ります前に委員の交代について御報告いたします。労働者代表の田中綺菜委員が退

任されましたので、後任を城島麻子委員にお引き受けいただきましたことを御報告申し上げま

す。 

 次に本審議会の定足数の御報告をさせていただきます。 

審議会の成立につきましては、地方労働審議会令第８条によりまして、審議会は委員の３分

の２以上または公益代表委員、労働者委員、及び使用者代表委員の各々３分の１以上が出席し

なければ、会議を開き議決することが出来ないことと規定されております。 

 本日は使用者代表委員の坂井委員・橋口委員が欠席でございます。また労働者代表委員の宮

崎委員からは急用により御欠席とのご連絡をいただいております。 

また御到着の遅れの御連絡を公益代表委員の板橋委員からいただいております。 

 従いまして、現在委員18名のうち13名の出席を確認出来ておりますので、当審議会が有効

に成立しておりますことを御報告いたします。 

 次にマイクの取扱いについてのお願いでございます。席上のマイクは IC レコーダー用の録

音用のマイクでございますので、マイクをスタンドから外さないで御使用いただきますよう、

またスイッチはそのままで切らないようにお願いいたします。 

 また感染防止対策といたしまして、当局の出席者につきましては最小限の人員とさせていた

だき、別室で待機しております。そのためオンラインで待機場所にこの審議会の模様を中継し

ておりますので御了承下さいますようお願い申し上げます。 

 続きまして資料の確認でございます。まず資料１は「令和３年度佐賀労働局行政運営方針（案）

について」でございます。次に資料２は「令和２年度佐賀労働局取組状況」でございます。そ

れから資料３が「佐賀県婦人既製服製造業最低工賃について」の資料でございます。それから

補足資料といたしまして、労働災害に関する補足資料１と、在留外国人の状況に係る補足資料

２がございます。あと、次第と委員名簿と座席表も配付させていただいておりますが、不足は
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ございませんでしょうか。不足がございましたらお持ちいたしますのでお知らせください。な

お令和２年度の佐賀労働局の取組状況につきましては、資料２による書面での御報告とさせて

いただきたいと存じます。 

 それではこれより議事進行を早川会長にお願い申し上げます。早川会長よろしくお願いいた

します。 

 

○早川会長 

 本日は佐賀地方労働審議会を招集しましたところ、委員の御協力によりまして大変お忙しい

中ご出席賜りまして誠にありがとうございます。 

 なお、本審議会は佐賀地方労働審議会運営規程第５条により公開になりますので御承知おき

願います。 

 それでは議事を進行いたします。 

 次第２、加藤局長、御挨拶をお願いします。 

 

○加藤労働局長 

 本日は、大変お忙しい中御出席をいただきましてありがとうございます。 

 また日頃から労働行政の推進について御協力、それから御理解を賜っていることにつきまし

て御礼を申し上げます。 

 本日は、労働局における今年度の取組状況等を踏まえた令和３年度の行政運営方針案につい

て御説明し、委員の皆様から御意見を賜りたいと存じます。 

 今年度、佐賀労働局では長期化する新型コロナウイルス感染症への対応として、事業の継続

や従業員の雇用維持に懸命に取り組んでいる企業への効果的な支援を重要な柱として、労働局

全体で応援体制を組むことなどにより、雇用調整助成金等の迅速支給に努めるなど事業主支援

に取り組んでいるところでございます。 

 年度中盤以降におきましては、新型コロナウイルスの感染症の拡大が収まったことから、年

度当初に控えておりました個別訪問による指導、それから法改正等の説明会などの能動的業務

を徐々に再開しまして、働き方改革関連法において規定された事項の着実な施行、それから就

職氷河期世代の方々の活躍の場をさらに広げるための支援、総合的なハラスメント対策の推進

など、今年度の行政運営方針に定めた取組事項を展開して参りました。新型コロナウイルスの

感染状況を見つつ、施策の優先順位を考えて、さらに実施方法なども工夫して取り組んだとこ

ろ、重要な施策につきましては年度の目標を達成できている、または達成できる見込みという

状況になっております。 

 令和３年度につきましては、ウイズ・ポストコロナ時代の雇用機会の確保、労働環境の整備

の推進などに取り組むこととしております。具体的には雇用機会の確保に関しましては、各種

助成金による雇用の確保・安定、さらにその中の詳細としましては失業なき労働移動に向けた

支援、職業訓練やハローワークの支援による業種・地域・職種を超えた再就職等の促進、新規

学卒者などの若年者への就職支援、高齢者・障害者の就労促進、女性の活躍推進、佐賀県就職

氷河期世代活躍支援プラットフォームの実施計画の実施に取り組むこととしております。 

 もう一つの労働環境の整備の推進に関しましては、感染防止のための新たな日常生活下のも

とでテレワークの導入など柔軟な働き方がしやすい環境整備のための支援、それから職場にお

ける感染防止対策、労働災害防止対策の推進による安全で健康に働くことが出来る職場作り、
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加えて職場におけるパワーハラスメント、セクシャルハラスメントなどの防止措置の履行確保

など、総合的ハラスメント対策の推進に取り組んでいくこととしております。 

 労働局が総合的労働行政機関として機能し、地域や国民の皆様からの期待に真に応えていく

ために働き方改革の推進など、複数の行政分野による対応が必要な施策につきましては、労働

局内外の組織・機関との連携協力を図りまして労働基準監督署・ハローワークと一体となって

施策に取り組んで行きたいと考えております。 

 次年度の取組等の詳細につきましては、この後、各担当部室長から説明させていただきます

ので皆様からは忌憚のない御意見を賜りたいと存じます。どうぞよろしくお願い申し上げます。 

 

○早川会長 

 加藤局長ありがとうございました。 

 本日の付議事項は、お手元に配付しております審議会次第のとおり、令和３年度佐賀労働局

行政運営方針についてご審議いただきます。 

 まず労働局から説明を受けたいと思います。なお、議事に係る御意見等は、質疑応答・意見

交換のところで一括してお願いいたします。 

 では、説明をお願いします。まず職業安定部長、御説明をお願いします。 

 

○三宅職業安定部長 

 職業安定部長の三宅です。 

 今回は安定行政に係る内容が多いものですから、まず私の方からご説明させていただきます。

細部にわたりますので大変恐縮ではございますけれども座って説明させていただきます。失礼

いたします。 

 説明にあたっては資料１－２あらまし、バルーンの写真が載っておりますものを使って説明

させていただきます。 

 ２ページ目をご覧ください。雇用の維持・継続に向けた支援というところでございます。 

 まず、有効求人倍率の推移が記載されておりますけれども、見ていただいたとおり、令和元

年に比べまして令和2年の有効求人倍率は大きく悪化したところでございます。新型コロナウ

イルス感染症の感染拡大の影響を受けて、非常に大変な年だったわけですけれども、令和２年

の10月から12月期においては少し回復の兆しが見えたようにも思いましたが、また感染拡大

が進んだことによって令和２年 12 月 28 日から GoTo トラベルの全国一斉停止、それから佐賀

県内では１月 21 日から２月７日まで医療環境を守る為の非常警戒措置ということがございま

して、飲食店への営業時間短縮要請がなされました。このため、宿泊・飲食サービス業などで

再び求人数が減少傾向にあるという状況がございます。このようにコロナウイルス感染症につ

いては感染の縮小と拡大が断続的に繰り返されることで、経済情勢については先行きの見えな

い不透明感がございます。ただし、こうした中にあってもリーマンショックの時と大きく異な

る点としては完全失業率が低く抑えられていて、雇用の維持が図られているという点がござい

ます。総務省のホームページで佐賀県の完全失業率の推移を見ますと、あくまで参考値ではご

ざいますが、2008年の７月から９月期の段階では2.4％だったわけですけれども、それが短期

間で1.6％も上昇しまして、さらに2010年１月から３月期に4.6％まで上昇し、最終的にリー

マンショック以降で一番高い 4.7％まで上がりました。一方で緊急事態宣言後の完全失業率を

みますと、2020年の４月に緊急事態宣言が全国に発令されたこの時期、2020年４月期から６月



4 
 

期でございますが、佐賀県内の完全失業率は1.8％だったところ、2020年 10月から12月期に

おいては 0.4 ポイントの増加で 2.2％という小幅な増加に留まっております。これは佐賀県内

の事業所の皆様が懸命に雇用維持を図っていただいた結果であり、我々の施策の雇用調整助成

金の施策効果もあったのだと思っております。 

こうしたことでまず我々としても来年度取り組むべき最優先の課題としてはやはり雇用の維

持というところがございますので、引き続き雇用調整助成金の活用を推進しつつ、より積極的

な取組としては在籍型出向を活用した雇用の維持を図ってまいります。このたび、１月28日に

第３次補正予算が成立いたしまして、２月５日に産業雇用安定助成金という新しい制度が創設

されました。あらましにも記載があるとおり、出向元と出向先双方の企業を一体的に支援する

というものでございますので、こういった助成金の活用促進を図りながら、失業なき労働移動

を積極的に支援していきたいと考えております。 

 続きまして３ページ目をご覧ください。ハローワークのサービスの充実・強化という点でご

ざいます。こちらには２点挙げさせていただきました。ハローワークシステムの刷新を踏まえ

た職業紹介業務の充実・強化でございます。このハローワークシステムの刷新というのは、求

人者・求職者ともにオンライン上にマイページというものを設けるように取り組みを進めてい

るところですが、今後このマイページから求人への応募とか求職者に採用の連絡を行うなど、

双方向のやりとりができるようにシステムを改修するという内容になっております。 

この新機能が追加された時に、我々ハローワークの紹介業務もオンラインハローワーク紹介

という機能が追加されます。また、ハローワークに行かない人も、ハローワークインターネッ

トサービスで求人は閲覧できますし、その求人に書面でもって直接応募するということは今も

できるのですが、それを今後、オンライン自主応募という形で、気に入った求人があれば求職

者のマイページから、求人者のマイページにオンラインで直接応募をするということが可能に

なります。 

非常に利便性の高いサービスを展開しようとはしているのですが、一方でこういった利便性

が高まりますと、ハローワークに来所せず、だれにも相談せずに何回応募してもなかなか採用

に結び付かない方もでてこようか思いますので、そういったことのないように、積極的に支援

を行う必要のある方については、ハローワークに来所を促し、求職者担当制による個別支援な

どの取り組みを行っていきたいと考えております。 

そして２つ目でございますが、先程も少し触れましたがコロナ禍において求人数が減少傾向

にございますので、積極的な求人開拓などを実施し、求人数を確保していくとともに、数だけ

でなく質的な面でも確保していかなければなりません。離職者の再就職に資するような求人の

確保というものが非常に重要だと考えておりまして、求職者が応募しやすい求人内容の設定で

すとか、求人条件の緩和の助言など求人充足のサービスにも力を入れて、こういった各種サー

ビスの充実・強化を図っていきたいということをここに挙げさせていただいております。 

 続きまして３ページ下段にございます地方自治体との連携についてでございます。佐賀労働

局では、平成29年に佐賀県と「佐賀を支える人と仕事の好循環に向けた佐賀県と佐賀労働局の

包括的連携協定」、いわゆる「雇用対策協定」を締結させていただいたわけですが、この協定に

基づいて地域のニーズを踏まえた事業計画を策定し、連携して各種取り組みを実施していると

ころでございます。 

具体的な例を挙げますと、佐賀県と連携して設置しております若者向けの施設で「ユメタネ」

がございます。これは労働局が設置する「ヤングハローワークSAGA」と佐賀県が設置する「ジ
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ョブカフェ SAGA」、それから「さが若者サポートステーション」の３施設を総称したものでご

ざいます。ユメタネでは若者への個々の状況に応じた就職準備から職場定着までの総合的な支

援を実施しております。ジョブカフェSAGAでは職業適性診断ですとか、各種の就職支援セミナ

ー、それから職場定着の指導などということを行っておりまして、ヤングハローワークSAGAに

おいては個別支援を行って、担当者制による職業相談、応募書類の添削とか模擬面接なども行

っておりますし、もちろん職業紹介機関でございますので、職業紹介、それから職業訓練の斡

旋等の取り組みを行っております。キャリアコンサルティングなどの各種支援を受けていただ

き、就職から定着指導までを一貫してジョブカフェSAGAとヤングハローワークSAGAで行うと

いうような取り組みが行われております。これに加えて佐賀労働局から民間事業者の方に委託

して実施しております「さが若者サポートステーション」では、直ぐには就職に結びつかない

ような若者への支援を行っておりますので、そういった方には臨床心理士による専門的な相談

ですとか、職場体験のような軽易な就労作業とかそういったものを提供して、就職に向けての

自立に結び付けるというような支援、こういったものを一体的に三者で行うというような取り

組みをしております。 

それから先程も申し上げましたけれども、失業なき労働移動を推し進めていくために佐賀労

働局では佐賀県と産業雇用安定センター佐賀事務所と連携協定を締結いたしまして、在籍出向

により雇用の維持を図る事業主を支援するということとしております。在籍出向ということで

出向元の労働者としての地位を保ちながら、人材が過剰な出向元から、人材が不足している企

業に労働移動を促すということを行っておりまして、労働局と産業雇用安定センターにおいて

は、マッチング支援に取り組んでおりますし、佐賀県とは連携をいたしまして事業主向けのセ

ミナーですとか、リーフレットの作成など周知・広報に努めているところでございます。これ

をまた次年度も推し進めて行きたいと考えております。 

 次に、地方自治体との一体的実施事業の実施についてでございます。佐賀市と鳥栖市、それ

から唐津市の福祉サービスとハローワークの職業紹介サービスが連携をいたしまして、福祉か

ら就労への一体的なサービスを実施するというものでございます。近年では就労支援には直ち

に結びつかない高齢層ですとか、障害を抱える生活困窮者というのも増加しておりまして、地

方自治体からの送り出しが少し難しい状況ではございますけれども、今後とも各市とは緊密な

連携を図っていきたいと考えております。 

 続きまして４ページをご覧ください。非正規労働者の再就職支援についてでございます。非

正規労働者ということで、フリーターなど正社員就職を目指す方を対象として、ハローワーク

に配置いたしました就職支援ナビゲーターによる担当者制の個別支援を実施するとともに、就

職に必要な技能や知識の習得のための求職者支援訓練ですとか、それからトライアル雇用助成

金というものを活用して、正社員就職への支援を推進していきたいと考えております。また自

治体の自立相談支援機関と連携をして、生活困窮者に対して就労支援、定着指導などを実施す

るとともに、こうした方々を雇い入れた事業主に対して特定求職者雇用開発助成金というもの

を活用して支援してまいります。新規学卒者に対しては佐賀県との連携でもお話いたしました、

ヤングハローワーク SAGA における就職支援ナビゲーターによる個別就職支援、それから合同

企業説明会、就職面接会の開催などを実施することとしております。ここにも書かせていただ

いたのですが、1 つご紹介をさせていただきたいのが、昨今リモートによる面接ですとか、企

業説明会などを取り入れる会社も増えてきております。私ども佐賀労働局としても、こうした

手法は是非取り入れたいと考えておりまして、今般ヤングハローワーク SAGA にオンライン相
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談ができる環境を整備いたしましたので、是非とも若い方にその大学のキャリアセンターなど

でも積極的に周知していただいて、利用いただければと考えておりますのでよろしくお願いい

たします。 

 続きまして４ページ中段にございます人材不足分野への就職支援でございます。コロナ禍に

あっても人材が不足する企業というのは引き続きございまして、医療介護分野ですとか、建設

業などについては、人材の確保が重要と考えておりますので、ハローワーク佐賀に人材確保対

策コーナーを設置するとともに、就職面接会ですとか、職場体験などの支援を行っており、引

き続き次年度も実施して行きたいと考えております。 

 続きまして障害者の就労促進でございます。障害者につきましては、佐賀県は雇用されてい

る障害者数が８年連続で過去最高を更新いたしました。そして企業の障害者の実雇用率、これ

も７年連続で過去最高を更新しておりまして、この実雇用率につきましては2.65％、全国平均

が 2.15％ですのでかなり高い数字になっております。全国でも第３位という値でございます。

さらに法定雇用達成率達成企業の割合は68.9％となっておりまして、これは全国１位となって

おります。昨年は公務部門においても障害者の就労促進が進みまして、県の知事部局、それか

ら佐賀県警、教育委員会のいずれも法定雇用率を達成という状況でございます。今後もこうし

た良い結果を出すことができるように、障害者雇用率が未達成の企業というものに対して、ア

プローチをしていかなければならないこと、この障害者雇用率の未達企業の大半が、従業員数

300 人未満の中小企業であること、それから法定雇用率の引き上げによって、障害者を１人以

上雇用しなければならないという企業の範囲が、従業員数45.5人以上から43.5人以上の企業

に広がるものですから、こういった中小企業に対しては職場の環境整備、それから採用前の段

階からの相談、採用後も職場定着に向けて「高齢・障害・求職者雇用支援機構」と連携をしな

がら、きめ細かな支援を実施していきたいと考えております。また、市町の機関では、30機関

中 21 機関で法定雇用率を達成されておられますが、まだ 9 機関が未達成という状況もありま

して、こうした未達成機関からのヒアリングを行いますと、公務部門におけるアウトソーシン

グが進んでしまって、障害者に行ってもらう軽作業の切り出しが難しいという声も聞かれまし

た。ただ主に身体障害者の方を念頭に置いているようなご発言もあったと思いますので、近年、

雇用者数が増加している精神障害者の雇用についても理解を深めていただく必要があると考え

ており、公務部門向けの研修の実施などに取り組んでいきたいと考えております。 

 続きまして５ページ目をご覧下さい。就職氷河期世代活躍支援でございます。令和２年５月

に国と佐賀県をはじめとする地方自治体、経営者団体、労働者団体、それらの関係機関が一体

となって就職氷河期世代の支援を行うために「佐賀県就職氷河期世代活躍推進プラットフォー

ム」を設置いたしました。さらに同年10月には令和２年度からの３年間を実施期間として、本

プラットフォームの参画機関が今後実施する支援策、目標、目標達成のための指標としてＫＰ

Ｉというものを盛り込んだ「佐賀県就職氷河期世代活躍支援プラットフォーム実施計画」を策

定いたしました。令和３年度においても、本実施計画に基づいてハローワーク佐賀には、就職

氷河期世代専門窓口を設置しており、就職相談を行う就職支援ナビゲーターと、生活面でのア

ドバイスなどを行います就労生活支援アドバイザー、それから個別の求人開拓などを行います

就職支援コーディネーターという専門相談員を配置しておりますので、就職までの伴走型のチ

ーム支援により正社員就職を実現したいと考えております。さらにこういった方々が採用され

るための求人の量的確保、我々は就職氷河期世代専門求人とか歓迎求人というところで呼んで

いるのですけれども、就職氷河期世代の方でも応募がしやすいように歓迎求人などを積極的に
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確保していきたいと考えておりますし、また企業の雇用意欲を喚起するためにトライアル雇用

助成金ですとか、特定求職者雇用開発助成金を活用して積極的にマッチングを図ってまいりま

す。更に言えばこういったことを積極的に周知していき、皆さんにこういった取り組みを行っ

ているということを知っていただく必要があるかと思います。また就職氷河期世代の支援を充

実させるために、ハローワーク佐賀にもオンライン相談を行うための環境整備を行いました。

新型コロナウイルスの感染が心配でハローワークに来所するのが怖いという方も中にはいらっ

しゃいますので、オンラインの環境を提供することによって支援に繋げていきたいと考えてお

ります。 

 続きまして８ページをご覧ください。高齢者の就労・社会参加の促進でございます。70歳ま

での就業機会確保に向けた環境整備、それから高年齢者の処遇改善を行う企業への支援という

ところなのですけれども、これまで 65 歳まで働ける企業ということで我々推進して参りまし

て、雇用継続制度の導入ですとか、定年の引き上げ・定年制の廃止といった雇用確保措置とい

うものを実施していただいている企業の割合というのは、実に99.7％になっています。「6.1報

告」という報告によって、企業がどれだけ雇用確保措置を達成したかということを確認してい

るのですけれども、この報告は従業員数31人以上の企業から取っているのですが、その31人

以上の企業が 1,073 社から 1,079 社に、6 社増加したところ、雇用確保措置を実施した企業数

は1,071社から1,076社に増加いたしました。来年度４月１日から改正高年齢者雇用安定法が

施行されまして、70歳までの就業機会の確保、これが努力義務となります。こうしたことから

高齢・障害・求職者雇用支援機構の 65 歳超雇用推進プランナーとも連携をしつつ、65 歳以上

の高齢者が働くことのできる職場環境の整備ですとか、処遇改善などを実施する場合には65歳

超雇用推進助成金などもございますし、そして 65 歳以上の離職者を雇用する事業主に対して

も特定求職者雇用開発助成金を活用した支援を行っていきたいと考えております。また、高齢

者への支援としましては県内３ヶ所、ハローワーク佐賀、ハローワーク唐津、ハローワーク鳥

栖に65歳以上の高齢者を重点的に支援する「生涯現役支援窓口」というものも設置しておりま

して、就労生活支援アドバイザーによる生涯設計のプランとか、キャリアコンサルティング、

職業相談員による職業相談・就職・職業紹介、それから求人者支援による求人開拓といったも

のを一体となって実施して、高齢者へのきめ細かな就職支援を実施してまいります。我々の更

なる取り組みとしては、高齢者のニーズに応じた短時間就労のために業務の切り出しを勧奨し

て、シニア歓迎求人というものの確保にも努めておりますので、こういったことも引き続き実

施していきたいと考えております。 

 続きまして、外国人に対する支援でございます。外国人への支援の柱ともいえる外国人雇用

管理指針というものがございますけれども、これは外国人を雇用する事業主が遵守すべき法令

ですとか、努めるべき雇用管理の内容を盛り込んだ指針でございます。この指針は外国人労働

者が日本で安心して働き、在留資格の範囲内でその能力を充分に発揮する環境が確保されるよ

う、事業主が行うべき事項というものについて定められた内容になっております。我々はこの

外国人雇用管理指針に基づいて、外国人労働者に対して適切な雇用管理が行われるよう努めて

いるところですけれども、それを実施するためにハローワークに外国人雇用管理アドバイザー

というものを配置しておりまして、このアドバイザーが事業所を訪問して助言・指導にあたる

という取り組みを行っております。また令和２年度から人材確保等支援助成金のメニューの 1

つに外国人労働者就労環境整備助成コースというものが新設されました。この助成金は法律や

雇用慣行の知識が不足し、労働条件・解雇等でトラブルが生じてしまう外国人労働者の職場定
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着の促進を図るために、事業主が就業規則の多言語化、それから苦情相談体制を整備するなど

の環境整備を行った場合にその経費の一部を助成するという制度でございます。こうした制度

の活用も図りながら外国人の雇用管理改善に努めて行きたいと考えております。またハローワ

ーク等における外国人求職者に対する就職支援体制の整備のところに「多言語コンタクトセン

ター」というものがございますけれども、これは外国人がハローワークに来庁した際に、窓口

の職員の言語能力ではなかなか相談ができないような場合に、この多言語コンタクトセンター

の方に電話をしていただくと通訳が出てきますので、その通訳を介して、受話器を回しながら

相談に乗れるという支援でございます。他にも「ハローワークコールセンター」というものが

ございまして、ここはそれぞれ対応する言語ごとに電話番号が設けられているのですけれども、

この電話番号にかけていただくと三者通話形式で通訳の支援が受けられるというサービスがご

ざいます。これはハローワーク佐賀への取り次ぎのみになっておりますけれども、ハローワー

ク佐賀・唐津・鳥栖には多言語音声翻訳機というものも設置いたしましたので、引き続き相談

体制の確保を図っていきたいと考えております。 

 私からは以上でございます。 

 

○早川会長 

 ありがとうございました。 

 次に雇用環境・均等室長お願いします。 

 

○大田雇用環境・均等室長 

 雇用環境・均等室の大田でございます。委員の皆様には日頃から大変お世話になっておりま

して心から感謝申し上げます。私の方から令和３年度の雇用環境・均等業務にかかる運営方針

案をご説明させていただきます。座って説明させていただきます。 

 資料は同じく佐賀労働行政のあらましに沿って説明させていただきます。 

最初にあらましの７ページ10の（1）女性活躍推進法の対象拡大に向けた取組についてです。

女性の活躍推進を進め、誰もが働きやすい職場環境を整備するため、女性活躍推進法には常時

雇用する労働者数301人以上の事業主には自社の女性活躍に関する一般事業主行動計画を策定

し、その計画を都道府県労働局長に届け出ること。また自社の女性の活躍に関する状況につい

て情報公開することなどが義務とされておりますが、今般、法改正によりまして令和４年４月

１日以降は行動計画の策定や、情報公開の義務が101人以上の事業主に拡大されることになり

ます。佐賀県内の対象事業所は260社で、現時点で届け出済み企業数は27社になります。今後

１年間は説明会の開催や文書送付を行い、年度後半には未提出の企業に個別に働きかけを行い

まして行動計画は来年４月１日までに滞りなく届けられるように取り組んでまいります。 

続きまして７ページ中段になりますが、（3）仕事と育児・介護の両立が出来る職場環境の整

備についてです。本年１月１日に子の介護休暇・看護休暇の時間単位の取得を可能とする法改

正がありまして、引き続き改正内容の周知を図ってまいります。介護休業制度についてですが、

今後さらに高齢化が進み介護に責任がある労働者が増えていく中で、介護を理由とする離職を

防止するために、介護休業制度の認知度を高めていくことが喫緊の課題であると考えておりま

す。事業主や労働者はもちろんのこと、介護従事者等関係者の認知度を高めるために現に家族

の介護を行っている労働者に対して、介護休業制度の情報が伝わるように家族介護者と接する

機会がある地域包括支援センターなどに向けて介護休業制度及び相談窓口が労働局であること
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が家族介護者に伝わるように周知していきたいと思っております。 

ここであらましには記載がありませんが、今国会に提出されております育児・介護休業法の

改正法案について、改正の主旨についてご説明いたします。 

現状、男性の育児休業の取得が進んでいない状況におきまして、取得しない理由としては業

務の都合や職場の雰囲気といったものがあげられることから、業務等もある程度調整しやすい

柔軟で利用しやすい出生直後における新しい休業制度の枠組みの創設、また育児休業を申し出

しやすい職場環境の整備、労働者に対する個別の周知・意向確認措置の義務付けなどが法案に

盛り込まれております。法案が成立すれば円滑な施行に向けて労使双方に十分理解していただ

けるように周知広報に取り組んでまいります。 

続きましてあらましの８ページになります。11「新たな日常」の下で柔軟な働き方がしやす

い職場環境についてです。テレワークについてですが、テレワークは時間や場所を有効に活用

できる柔軟な働き方であり、多様な人材の確保やワークライフバランス、育児・介護などを理

由とした離職を防ぐ手段となり得るというような観点から働き方に資するものであり、以前か

ら普及・促進してまいりましたが、コロナ禍において感染症の感染拡大防止の観点からも有効

な働き方であり、導入する企業が増えてまいりました。一方、テレワークを導入した企業にお

いては、労働時間管理や費用負担の問題、テレワークの対象者を選定する際、正規や非正規と

いった雇用形態のみを着目し問題となった例などが全国的には発生しております。それを受け

て使用者が適切に労務管理を行うとともに、労働者が安心して働くことが出来るように今年度

中にテレワークガイドラインの改定が行われることになっております。新しいガイドラインは

労働基準法をはじめとした労働関係法令の適用に係る留意点や、長時間労働対策などに限らず

人事育成や人事評価等も含めた労務管理全般の記載が追加されておりまして、テレワークを導

入・実施するにあたって両者がより活用しやすいものとなっております。今後は改定されたガ

イドラインの周知を図ってまいります。あらましの 14 ページに飛びますが、14 ページの次の

ページに助成金の、新型コロナウイルス感染症の対応助成金の一覧が載っております。この上

から2段目、テレワークの導入の際の費用の助成金として、人材確保等支援助成金（テレワー

クコース）が本年４月から新しく創設されます。良質なテレワークを導入し、実施することで

労働者の人材確保や雇用管理改善の観点から、効果を上げた中小事業主を支援する制度になり

ます。助成金制度の方もガイドラインとあわせて周知してまいります。 

続きましてあらましの９ページ15働き方改革取組の推進で、中小企業・小規模事業者に支援

についてであります。働き方改革にかかる支援相談窓口として、労働局の委託事業になります

が、「佐賀働き方改革推進センター」を令和３年度も設置いたします。中小企業・小規模事業者

が働き方改革に取り組む上で、具体的にどの様に取り組んだらよいか相談支援を無料で行って

おりまして、常設及び出張相談窓口の開設、個別訪問支援、これは６回まで無料なのですけれ

ども、個別訪問支援と、セミナーの開催等を実施いたします。働き方改革に取り組む事業主に

活用を呼びかけてまいります。佐賀県魅力ある職場づくり推進会議につきましては、佐賀県・

県内の使用者団体・労働者団体・金融機関などが一堂に会し、県内の働き方改革の現状や課題

を情報共有し、魅力ある職場づくりを円滑に推進することを目的とした会議になりますが令和

３年度も開催し、地域の実情に応じた取組や情報発信を行ってまいります。 

ページが飛びますが12ページになります。12ページ中段、23雇用形態に関わらない公正な

待遇の確保。同一労働・同一賃金になります。本年４月１日から中小企業・小規模事業者に適

応拡大されます。今年度1年間は広報・周知に重点をおいてまいりましたが、４月からは広報・
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周知を行いつつ個別に事業所に出向いて、パート有期労働法に関する事項について点検確認を

行うこととしておりまして、法の履行確保を行ってまいります。 

あらましの 13 ページになります。25 総合的なハラスメント対策の推進についてです。労働

施策総合推進法の改正によりまして、大企業においては昨年６月１日からパワーハラスメント

の防止措置義務が事業主の義務となりましたが、令和４年４月１日から中小企業にも適用拡大

されることとなっております。令和３年度は周知に力点を置きまして、説明会の開催・広報紙

への掲載、各種団体への周知等広報を行ってまいります。セクシャルハラスメント及び妊娠・

出産・育児休業に関するハラスメント対策は現時点において既に事業所の規模に関わりなくハ

ラスメントの防止措置義務が事業主に課せられておりまして、労働者からハラスメントに関す

る相談等あった場合には、丁寧・迅速に対応してまいります。 

雇用環境・均等室からは簡単ではありますが、以上です。 

 

○早川会長 

 ありがとうございます。 

最後に労働基準部長、説明をお願いします。 

 

○高橋労働基準部長 

 労働基準部長の高橋でございます。 

 私からは労働基準行政関係につきまして、資料１－２のあらましと補足資料１「令和２年度

13 次防の目標達成に向けた主な取組」、この２つの資料でご説明をさせていただきます。大変

恐縮ですが座ってご説明させていただきます。 

 まず資料１－２あらましでございますが、８ページの項目の 12 職場における感染防止対策

等の推進でございます。こちらは事業者・労働者が一体となった職場における新型コロナウイ

ルス感染症の感染防止対策の取り組みについて、職場における新型コロナウイルス感染症の拡

大を防止するためのチェックリスト等を作成して、労使団体等に対して今年度類似の協力依頼

を行って参りました。また先月２月の緊急事態宣言の延長を踏まえまして、職場における感染

防止対策のより一層の取組の促進を図るため、労働基準部健康安全課に「職場における新型コ

ロナウイルス感染拡大防止対策相談コーナー」を設置いたしまして、事業主や労働者からの相

談対応等を行ってまいりました。来年度も引き続きこの相談コーナーで相談対応を行うととも

に、局・監督署とともに事業主や事業場の担当者等と接する機会においてチェックリストなど

資料を活用いたしまして、周知・啓発を行ってまいります。 

 続きまして項目 13 の長時間労働の是正に向けた取組でございますが、こちらお配りさせて

いただいた資料には「是正に向けた取組」としておりますが、今修正いたしまして「長時間労

働の抑制に向けた取組」と少し幅広くしております。題名を直しております。長時間労働の抑

制に向けた取組でございますが、令和２年４月より中小企業に対しても時間外労働の上限規制

が適用になったところですが、佐賀県内の企業は中小企業が大半となりますので、来年度も引

き続き改正労基法 36 協定指針の内容を中心に事業場の意向また実情を踏まえつつ、きめ細か

な周知及び支援等を行ってまいります。 

また自動車運転手、建設業、医師などの上限規制適用猶予業種・職種に対しましては、適用

猶予期間である令和６年度までの間に自主的に長時間労働の抑制に取り組んでいただくことが

非常に重要となりますので、引き続き説明会など実施させていただき、自主的な取組の推進を
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働きかけてまいります。 

 続きまして過重労働防止対策の推進でございます。過重労働によって労働者が心身の体調を

崩すような事があってはならないため、長時間労働による健康障害防止対策の徹底等に取り組

むとともに、各種情報から１ヶ月 80 時間を超えていると考えられる事業場及び過労死等にか

かる労災請求が行われた事業場に対して、引き続き監督指導等を徹底して参ります。 

 続きまして資料９ページ、働き方改革に係る取組の推進でございます。基準の部分は後半の

部分になります。こちら先程ご説明させていただいた長時間労働の抑制に向けた取組とも重な

る部分でございますが、佐賀県内の企業は中小企業が大半となりますので、この中小企業・小

規模事業者に改正労基法等を中心とした労働基準関連法令の法制度を理解してもらうことが重

要と考えているところでございます。監督署には「労働時間相談・支援班」を設置しておりま

して、この支援班による説明会や個別訪問を実施する際には、中小企業・小規模事業者が理解

することができるよう分かりやすく丁寧な説明を行うとともに、来年度につきましてはテレワ

ーク等の新しい働き方に対応した適切な労務管理の支援等に関しても、きめ細やかに相談・支

援等を行ってまいります。 

 続きまして資料10ページ、労働条件の確保・改善でございます。こちらも文章の内容を若干

修正いたしまして新型コロナ感染症の関係を盛り込んだものを作っておりますので、その内容

でご説明させていただきます。この労働条件の確保・改善でございますが、まず新型コロナウ

イルス感染症の影響による大量整理解雇等に関する情報収集及び関係部署間での情報共有を行

って、関係部局と連携を図りながら適切な労務管理がなされるよう啓発・指導等を実施し、ま

た雇用調整助成金等の支援策の周知、活用勧奨等も実施してまいります。なお、新型コロナウ

イルス感染症の影響による企業活動の縮小等に伴う相談がなされた場合には、「新型コロナウ

イルスに関するＱ＆Ａ」など各種支援策のパンフレット等を活用し、相談者の置かれた立場に

配慮しながら丁寧な対応を行ってまいります。 

また全ての労働者が適正な労働条件で安心して働ける環境を作るために、公正かつ斉一的な

監督権限の行使を徹底した上で、労働基準関係法令の遵守の徹底を図ってもらうとともに、重

大・悪質な事案に対しては書類送検を行うなど厳正に対処してまいります。 

 続きまして、労働者が安全で健康に働くことができる環境の整備でございます。こちら第13

次労働災害防止計画につきましては、１人の被災者も出さないという理念の基に平成 30 年度

から令和４年度の５ヶ年計画で、平成 29 年と比べて死亡者数を 15％削減、死傷者数を５％削

減などの目標を掲げて今取り組んでいるところでございます。令和２年の労働発生状況ですが、

補足資料１でご説明させていただきます。補足資料の１ページ目でございますが、令和２年度

13次防の目標達成に向けた主な取組を載せております。令和２年５月に死亡災害・死傷災害の

発生状況を鑑みて、「死亡労働災害防止に向けた緊急要請」を５月25日に実施させていただき

ました。また12月に「年末年始における労働災害防止に向けた取組」を実施するとともに、昨

年９月大型の台風 10 号の接近に伴い建設現場の足場の倒壊など被害が懸念されることから、

「台風の接近に伴う労働災害対策の徹底に関する要請」を実施させていただきました。また「全

国労働安全週間」（７月１日から７日）、「全国労働衛生週間」（10 月１日から７日）、その前月

の準備期間も様々な取組を実施させていただきました。資料２ページ目になりますが、令和２

年の災害発生状況でございます。こちら２月の速報値になりますが、資料の一番右側に令和２

年のデータがございます。２月速報値で令和２年は死亡災害が13人、前年、令和元年が３人で

したので 10 人増加、また死傷者数が令和２年は 1,242 人、令和元年は２月速報値で 1,139 人
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でしたので103人増加という状況になっております。資料３ページ目に業種別労働災害発生状

況を載せております。発生状況の業種別の推移でございますが、建設業、第三次産業（特に社

会福祉施設、小売業）が増加している状況でございます。更に資料４ページをご覧ください。

資料４ページに事故の型別を載せております。事故の型別でみますと、転倒、墜落・転落、動

作の反動・無理な動作（腰痛等）、この 3 つで全体の約 57％を占めている状況でございます。

また被災者の年齢別でございますが、50歳から59歳が25.7％、60歳以上が29.6％、合わせる

と全体の約55％と、非常に大きな割合となっております。来年度は労働災害発生状況を分析し

た上で効果的な指導対象の絞り込みや、効果的な指導の手法を用いて労働災害防止対策を実施

してまいります。 

 続きまして資料１̶２あらましに戻っていただきまして、11 ページの高齢労働者の特性に配

慮した安全衛生対策の推進でございます。先程申し上げましたが労働災害による休業4日以上

の死傷者のうち、60歳以上の高年齢労働者の占める割合が高くなっております。この状況を踏

まえまして「高年齢労働者の安全と健康確保のためのガイドライン」（通称：エイジフレンドリ

ーガイドライン）を周知して参ります。また来年度も中小企業の取組を支援するための「エイ

ジフレンドリー補助金」の方も併せて来年度周知に努めていきたいと考えております。 

 続きまして産業保健活動、メンタルヘルス対策でございます。こちらストレスチェック制度

を含むメンタルヘルス対策につきましては引き続き指導等を行って参ります。また「佐賀産業

保健総合支援センター」と連携のもと、こちらの取組を進めいきたいと考えております。 

 続きまして化学物質対策、石綿ばく露対策の徹底、またそうした放射線障害防止対策の徹底

につきましては、令和３年４月１日に法律が改正されますのでこちらも改正内容の周知、また

取組の徹底を指導してまいります。 

 続きまして資料12ページでございますが、迅速かつ公正な労災保険の給付でございます。こ

ちらの新型コロナウイルス感染症に係る労災補償給付につきましては引き続き請求がありまし

たら調査を迅速に行って迅速な保険給付を行っていきます。また労働者の皆さんから積極的に

労災請求していただけるように、特に集団感染が発生した事業場を中心に確実に請求勧奨の要

請を来年度も引き続き行ってまいります。 

 続きまして最低賃金制度の適切な運営でございます。来年度も引き続き最低賃金の周知の徹

底、また履行確保のための監督指導を実施するとともにあわせて業務改善助成金の利用の勧奨

を行ってまいります。 

 最後に資料13ページの治療と仕事の両立支援でございます。「佐賀県地域両立支援推進チー

ム」を来年度も引き続き活用、このスキームを活用して団体ごと連携を図ってチームでセミナ

ーとか、若しくはシンポジウム等イベントをこのチームで企画して、事業場における治療と仕

事の両立支援のためのガイドラインの周知、また治療と仕事の両立支援が進むよう、引き続き

取組を行ってまいります。 

 労働基準部からは以上でございます。 

 

○早川会長 

 ありがとうございました。 

 それではこれから質疑応答・意見交換に移りたいと思っております。前回質問のあった板橋

委員からご質問をいただきました在留外国人の件で職業安定部から説明があるということです

ので、まずその説明をお願いします。 
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○三宅職業安定部長 

 それでは補足資料２をご覧いただければと思います。まず在留外国人数の状況がございます。

これは佐賀県が集計しているデータになります。年度によって出展が異なりますが、30年以降

は住民基本台帳のデータが基になっております。在留外国人というのは観光客などの３か月以

内の短期滞在者を除きますので比較的、中・長期に滞在をしている外国人の方がどれだけいら

っしゃったのかというところを集計したものでございます。日本に在留する外国人数というの

は年々増加してきたところですけれども、2019 年 12 月には全国の在留外国人数が 293 万人で

あるのに対して、令和２年の６月には289万人に減少しているというデータがございます。こ

れは新型コロナウイルス感染症の影響で外国からの入国が抑制されたという結果であろうと思

いますけれども、こうした動きに関連いたしまして佐賀県内の在留外国人の推移をみていただ

くと令和２年１月１日時点において佐賀県内には7,204人の外国人がいらっしゃったのですけ

れども、令和３年１月１日時点におきましては7,031人に減少しております。１枚おめくりい

ただくと、在留資格別に外国人数が載っております。令和３年１月１日時点のものしか添付し

ておりませんでしたので令和２年と比較が出来ないのですけれども、佐賀県のホームページで

確認いたしますと技能実習とか留学といった在留資格で減少しているところでございます。 

 続きまして、我々ハローワークの方では、毎年外国人雇用状況の届出というものを取りまと

めて発表しており、令和２年10月末現在の資料を付けさせていただいております。外国人労働

者数は日本全国でいくと172万４千人で、前年同月に比べると6.5万人増加しているのですけ

れども、増加率が大幅に低下しています。令和元年の時は対前年比で見ると13.6％ということ

で、１割以上増加したわけですけれども、令和２年の対前年比率を見ると４％増ということで

9.6 ポイント減少しております。注意点としては在留外国人数と外国人労働者の数というのは

集計時点が少し違いますので、外国人労働者数が増加している様に見えるのはこれは新型コロ

ナウイルス感染症の感染拡大前の期間、令和元年 11 月以降の期間というものが含まれている

からだと考えております。この前提を踏まえまして佐賀労働局の方で公表している令和２年10

月末時点の外国人の届出状況のポイントをみますと、外国人労働者数、それから外国人を雇用

している事業所数、ともに前年を上回るという結果になりました。それから外国人労働者の国

籍別に見るとベトナムが最も多い。ベトナムは、海外に労働者を派遣するというのを国策とし

てやっておりますので、ベトナムが最も多く、次いで中国・ネパール・フィリピンと続いてま

いります。 

 次に外国人を雇用する事業所でございますけれども、この外国人を雇用する事業所では当然

人口数も多いですからハローワーク佐賀の管内が最も多いのですが、次いでハローワーク鳥栖

の方で多くなっております。ハローワーク鳥栖の管轄地域以外では、在留資格別に見ると技能

実習の割合が高くなっております。ところがハローワーク鳥栖は資格外活動ということでアル

バイトの方が多い。留学生は許可を受ければ、週28時間以内の就労が可能となりますので、鳥

栖地域は日本語学校が多く、留学生がアルバイトとして就業していることが原因ではないかと

考えております。続いて在留資格別にみると、もちろん技能実習が最も多いわけですが、次い

でアルバイトなどの資格外活動が続いております。技能実習は前年同月比で増加しているので

すが、資格外活動は減少傾向にございました。技能実習の増加自体は先程も申し上げましたが

新型コロナウイルス感染症感染拡大前の期間が多分に含まれておりますので、そこで増加した

分が、その水際対策とかで入国ができなくなった以降の期間を含めても増加に至ったのだと思
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うのですが、資格外活動については元々この大半は留学生なのですが、留学生というものがそ

もそもは減少傾向にあった上に、さらに新型コロナウイルス感染症の感染拡大を受けて減少し

たと同時に、留学生がアルバイトとして働く小売業ですとか飲食サービス業という求人数が大

きく減少したことによって、労働者として外国人雇用状況の届出の中には入って来なくなった

ということが理由として考えられます。さらに産業別にみますと技能実習が多い製造業が最も

外国人を雇用しているわけなのですが、資格外活動について鳥栖地域に多い運輸業ですとか、

それから小売業、宿泊・飲食サービス業というところで多くなっているという状況でございま

す。 

 大変簡単ではございますけれども、在留外国人の数が何人いらっしゃるかということと、佐

賀労働局の方で把握をしております外国人労働者の数がどれ位いるかというところの報告でご

ざいました。ありがとうございました。 

 

○早川会長 

 ありがとうございます。 

 ではこれまでの説明等につきましてどなたからでも結構ですので、ご質問・ご意見等がござ

いましたら発言をお願いいたします。 

 皆様に考えていただいている間に私から2つ程よろしいですか。 

 1 つは職業安定部長に、もう 1 つは労働基準部長に質問させていただきたいのですが、先に

職業安定部長に質問してもよろしいでしょうか。 

 本日の資料のあらまし２ページのところに図がございましたけれども、佐賀県と産業雇用安

定センター佐賀事業事務所と締結した失業なき労働移動支援のための連携協定というのはどの

ような仕組みで行われているのか、また、在籍出向による雇用維持支援というのは今後どのよ

うに展開されていくのか、もし説明いただけましたらよろしくお願いします。 

これが職業安定部長に対する質問です。もう1つ続けて質問してしまいますが、労働基準部

長に質問です。 

あらましの 10 ページです。先程の補足資料の中に令和２年の労災の発生状況の分析があり

まして、平成22年以降最悪の状態だったということで、建設や、第三次産業、特に小売業、社

会福祉施設が増加したとの説明が先程ございましたけれども、業者ごとになぜこのコロナ禍の

令和２年において増加したのかという傾向と、及び来年度の取組み状況を具体的に計画等あり

ましたらご教示いただきたいと思います。 

以上２つの質問ですけれども、まず職業安定部長からご説明をお願いしてもよろしいでしょ

うか。 

 

○加藤労働局長 

 職業安定部長が説明する前に少しだけ概要を説明させていただきたいと思います。 

 

○早川会長 

 ありがとうございます。よろしくお願いいたします。 

 

○加藤労働局長 

 この失業なき労働移動の支援というのは、これは全国でも佐賀労働局が初めて佐賀県と労働
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局と産業雇用安定センターと連携協定を結んだ取組でございますが、なぜこういう取組を進め

たかといいますと、今雇用調整助成金の特例措置が適用されていまして、中小企業においては

10 分の 10 の助成がされております。ヒアリングなどをしますとこの特例措置がなくなった場

合、雇用の維持が出来ない、難しいとおっしゃるところがありまして、そうすると雇用調整助

成金の特例措置が無くなった途端に解雇者とか雇い止めというのが大量に出るのではないかと

いう危機感を持ちまして、今雇用調整助成金の特例がある間に一時的な出向という仕組みを整

えてもらった方がいいのではないかということで、三者で協定を結んだということでございま

す。 

 なぜこの三者になったかといいますと、やはりそれぞれ強みがございまして、産業雇用安定

センターはこれまでもリーマンショック後とかバブル崩壊後とかに従業員の橋渡しをしていた

というそういう取り組みをしていた団体ですので、その力を活かせるだろうと。一方で労働局

では雇用調整助成金を使っている企業の情報というものをたくさん持っておりまして、それら

の情報収集に力があると。それから佐賀県としては産業の発展とか広報の力が強いということ

もあってそれぞれの強みを活かした取り組みが出来るということでこの三者で協定を結んだと

ころです。 

 今、今後どのように取り組んでいくかというところについては、基本的にはまずは制度の周

知、そして制度の周知をしていく中でそれぞれの企業のニーズというのを個別に把握していき、

そしてこの三者が個別に企業にアプローチをして、失業なき労働移動の支援をしていくという

ことでございます。さらに細かい詳細は安定部長にもお話してもらいたいと思うので、この後

は安定部長に引き継ぎます。 

 

○早川会長 

 ありがとうございます。 

 

○三宅職業安定部長 

 あらましの２ページにございます図をご覧いただければと思うのですけれども、我々労働局

と産業雇用安定センターと一体がなって実施する窓口として「労働移動支援相談窓口」という

ものを１月から設置させていただきました。受け入れ企業の情報を産業雇用安定センターの方

はたくさん持っているかと思うのですけれども、先程局長の加藤の方からも話があったように、

人材が過剰になっている企業の情報というのは私ども労働局の方ではたくさん持っているわけ

なので、これを双方結び付けることによって、在籍型出向というものにつながっていくのでは

ないかということで、ハローワークと産業雇用安定センターが連携した取り組みを行っている

ところでございます。県内６か所のハローワークで、今のところはまだ月に1回でございます

けれども、産業雇用安定センターの職員が巡回して、そしてハローワークの方では助成金の案

内などもワンストップで行えるような体制が整備されているという状況でございます。 

 

○早川会長 

 ご説明ありがとうございました。では続いて労災事故についての分析を労働基準部長からお

願いします。 

 

○高橋労働基準部長 
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 労働災害の関係のご質問をいただきありがとうございます。 

 補足資料１の 13 次防の主な取組の資料２ページ目でございますが、佐賀県内における労働

災害の推移がございます。また死亡災害ですが、令和２年は13人と、この表からいきますと、

平成 22 年に次いで高い状況となっております。また死傷者数につきましては令和２年速報値

で 1,242 人でございますので、最も高い平成 30 年この確定値の 1,270 人をおそらく超える状

況になるかと考えております。 

 資料３ページ目で、先程労働災害の多い業種を説明させていただきましたが、まず建設業に

つきましては事故の型として最も多いのが墜落・転落、この墜落・転落が約43％、次に多いの

が重機等による挟まれ・巻き込まれが10％と、圧倒的に墜落・転落が多い状況でございますの

で、この墜落・転落災害防止対策が非常に重要と考えております。また特に墜落・転落におけ

る起因物、原因といたしましては、足場よりも実際は梯子とか脚立、梯子等からの墜落・転落

の割合が非常に高くなっております。令和３年度においては足場からの墜落・転落災害の防止

対策に加えて、梯子・脚立等からの墜落・転落災害の防止対策も指導等を強化してまいりたい

と考えております。 

 また次に社会福祉施設でございますが、こちらは老人福祉施設での発生が非常に多くなって

おります。介助、入浴とかトイレとか移乗とか介助業務によるものが半数を占めております。

また事故の型としては最も多いのが腰痛などの動作の反動、無理な動作が67％となっておりま

す。介助業務以外については転倒が非常に多くなっております。なのでこちらは転倒災害の防

止対策や腰痛の予防等の周知・指導を強化してまいりたいと考えております。 

 また小売業については事故の型として最も多いのが転倒、次いで腰痛などの動作の反動、無

理な動作になっております。こちらも社会福祉施設と同様、転倒災害の防止対策、腰痛の予防

等を周知・強化してまいりたいと考えております。 

 3業種とも死傷者数の中で50歳以上の割合が非常に高くなっておりますが、特に社会福祉施

設・小売業については 60 歳以上の高年齢労働者が占める割合が４割近いと非常に高い状況に

なっておりますので先程ご説明させていただきましたエイジフレンドリーガイドラインの周

知・指導をしっかりやっていきたいと考えております。以上でございます。 

 

○早川会長 

 ありがとうございます。 

 高年齢労働者の先程の説明の中にも労災事故の占める比率が高いということがありましたけ

れども、それが小売業等に影響、事故の影響があってということが分かりました。ありがとう

ございました。 

 それでは皆様からご質問を受けたいと思います。ご意見も受けたいと思いますがいかがでし

ょうか。はい、お願いいたします。 

 

○澤野委員 

 在籍出向に関連してもう少し質問させていただくのですけれども、まず令和２年度の実績み

たいなものを少し教えてもらえませんでしょうか。 

 

○三宅職業安定部長 

 令和２年度の実績ということなのですけども、１月に始まったばかりですのでこの取組によ



17 
 

る出向成立の実績はありません。 

 

○澤野委員 

 佐賀県では、ですね。 

 

○三宅職業安定部長 

 はい。佐賀県では、です。今設けております労働移動支援相談窓口の方も、まだ周知の観点

からなかなか人が集まって来ないということもありまして、１月が５件、２月が３件、計８件

ということで、まだそれほどたくさんのご相談があるわけではないという状況です。 

 

○澤野委員 

 それは受け入れ側でしょうか、それとも。 

 

○三宅職業安定部長 

 受け入れ側も、送り出し側もあります。 

 

○澤野委員 

 業種別で考えられるのはどういった部門が多いと思われていますか。 

 

○三宅職業安定部長 

 業種別では宿泊・飲食業というところからの相談が多いかと思います。 

 

○澤野委員 

 受け入れ側でしょうか、出向側でしょうか。 

 

 

○三宅職業安定部長 

 送り出し側です。 

 

○澤野委員 

 ニュースとかで見ていると例えば全日空とか、佐賀県が受け入れたとか、そういう事例があ

るわけなのですけれども、実態として中小の方々の企業同士での受け入れというのはなかなか

難しいのかなとも思っているのですけれども、その辺りの溝を埋める手法みたいなものが何か

あるのかなと思って、その辺りもし考えられるのであれば少し教えてください。 

 

○三宅職業安定部長 

 この度、創設されました産業雇用安定助成金というものがございまして、産業雇用安定助成

金は出向元も出向先も両方の賃金の一部を助成する制度となっております。また出向経費の初

期費用とかそういったものもカバーできるようにもなっていますので、そういった費用の助成

をすることで中小企業の方も出向しやすい環境を作れたらと思っています。 
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○澤野委員 

 主に、受け入れ側とか要するにスキル的な部分で、なかなか難しいのかなと、思ってしまう

のですけれども。 

 

○三宅職業安定部長 

 出向経費の助成には研修費用ですとか教育訓練費用も対象として含まれますので、そういっ

たところで教育訓練ですとか研修をしていただいて入っていくことは考えられるのですけども、

スキルが全くかみ合わない異業種間ということになりますとなかなか成立は難しいとは思いま

す。 

 

○澤野委員 

 それと、受け入れる側の企業側にそういう余裕があるのかなというところもあると思うので

すよね。 

 

○三宅職業安定部長 

 すみません。受け入れの余裕というのはどういう意味でしょうか。 

 

○澤野委員 

 職場の環境的なものとか、その辺をどういうふうに考えられているのかを少し私、不案内な

ので教えてほしいなと思いまして。 

 

○三宅職業安定部長 

 受け入れ側につきましては、元々人材が不足している企業ということもありますので、その

受け入れ側の方の余裕がないというのはないかとは思うのですけれども。 

 

○澤野委員 

 はい。わかりました。 

 

○早川会長 

 在籍出向の、出向元と出向先それぞれの企業に対して、まだ実積がなくて不慣れなところを

センターが、あるいは佐賀労働局が間に入っていろいろスムーズに労働力移動ができるように

進めていかれるということですね。 

 

○三宅職業安定部長 

 今、まさに雇用調整助成金を活用した企業のアンケートをとって、送り出し側の企業の情報

を収集しておりますし、また産業雇用安定センターの方で企業の方を回って受け入れ側の企業

というものも何件か確認しております。こういった受け入れ側の企業と、それから送り出し側

の企業のマッチングを図るために、今申し上げた産業雇用安定助成金といった制度を活用して、

出向の成立に向けて努力していきたいと考えています。 

 

○早川会長 
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 ありがとうございました。澤野委員、どうもありがとうございました。その他の方でご意見

ございますか。お願いいたします。 

 

○俣野委員 

 委員の俣野と申します。今ほどの件で少し補足といいますか、実はうちの組織ここと少しお

世話になっているものですから、こちらの産業雇用安定センターとは私どもの本部も含めて昔

から長いお付き合いで、結構お世話になってきました。具体的な名前を出しますけど、上峰の

イオンを閉めた時などは、ここでいろいろな新しい雇用の場を紹介していただいたりというこ

とで非常によくやっていただく組織です。 

 本部からの指令もあって私ども単独でＵＡゼンセンの佐賀県支部として、こちらと協定を結

びまして、ありがたいことに佐賀新聞に取り上げていただきまして、今一生懸命やっていると

ころなのですが、今どういうことをしているかといいますと、うちは労働組合ですので、あく

までも私が担当している加盟組合が対象ということになりますけれども、そこの人事の人に引

き合わせて、広くこの産業雇用安定センターというものがあるのだという事を今ＰＲするよう

な活動を今一諸にしています。ほとんどの人事の方はご存知ないですし、産業雇用安定センタ

ーといっても何者だという感じなので、まだまだ少し時間がかかるのかなと思いますが、お話

をすると人事の担当者の方は皆さん総じて興味を示してくれます。今ほど中小企業の問題もあ

りますけど一方で、うちは小売業も多いものですから小売業は未だこのコロナ禍にあっても人

がやはり足りないですし、残念ながら取れてないのですね。従って、そういうことには非常に

興味を示しています。ただ、やはり人事の方が言うのは製造業に委託したら、果たしてうちの

小売の現場で上手くやってもらえるのだろうかという不安は正直おっしゃいますので、その辺

が受け入れる側の教育、研修の仕組みとか、そういうことを整えられるのがとてもやはり焦眉

の課題かなと思っています。 

 それから労働局の方にお願いなのですけれども、この間、松永所長とも企業を回っていて、

佐賀の多くの中小企業これまで幸いに、出向というようなことをする必要がなく商いができて

きた企業が多いのだなと思うのですが、驚いたのですけど、かなりの企業で出向規定が就業規

則の中にも出向に関する規定がないというような組織が、もしかしたらうちの産別だけかもし

れませんけども、結構あります。当然これは就業規則にしっかりと出向の規定があるというこ

とが大原則になりますので、その辺はご指導いただきたいのと、あと出向の規定があっても出

向を命じることがあるという記述に留まっていて、本来であればしっかりと当人と面談をして

出向の目的、出向の期間、出向期間中の労働条件をどうするかということをしっかりと確認す

る必要があると思うのですが、その辺の規定が不十分な企業が多いように見受けますので、折

を見てそういうご指導もいただけたら大変ありがたいなと思っています。以上です。 

 

○早川会長 

 俣野委員、ありがとうございました。そうですね、異業種の在籍型出向を実施する場合は、

ハロートレーニングといいますか、公共職業訓練の仕組みなども、導入して学び直しとステッ

プアップ支援というようなものに結びつくとより良いのかと思われます。俣野委員、貴重なご

意見をどうもありがとうございます。 

 その他の方で、委員の方でご意見ある方いらっしゃいませんでしょうか。板橋委員どうぞ。 
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○板橋委員 

 働き方改革ということで、公立学校等の進み具合というか、そういうことについてもいろい

ろと調べないといけないと思っているのですけれども、公立学校に限らず同じ学校なのですけ

れども、公立学校は労働基準監督署が入られることはないのですが、うちは法人になってしま

ったがために、結構全国でも指導というか査察というか入ることが多くて、そういう公的な機

関、いわゆる普通の民間の企業ではなくて公的な機関、ここにいらっしゃる方もそうかもしれ

ませんけれども、公的機関の働き方改革というのは、ある意味チェックから漏れているのでは

ないかなというところがあって、公立学校でも進んでいるといわれるのですけれども、その辺

のところを何かデータとかお持ちか、今後お調べになられる予定があるのかというところは一

つございます。その一つは、働き方改革のしわ寄せが、例えば家に持って帰るとかそういうこ

とで精神的な疲労がコロナとも相まって溜まっているとか、複合的な分析も必要な分析である

とか対策も考えていただくべきなのではないかなというところを一つ目としてご質問させてい

ただきたいと思います。 

もう一つは、あと２点ありますけれども、働く労働者の方は、人手が足りないところへの移

動というのをスムーズにされると思うのですけど、雇用主の方は、結局その企業活動自体が立

ち行かなくなった時にセーフティーネット的なものはあるのかどうかというところですね。労

働者の方を送り出したけれども、ご自身が事業を続けていけないという時です。 

最後ですけれども、今、出向というお話があっていましたけれども、今副業ということがキ

ーワードとしては結構あがってきて、そういうことに関する何か状況の調査であるとか、先程

のお話ではないのですが就業規則でありますとか、そういうことに関して佐賀ではどのような

状況になっているのかというところを、３点多くて申し訳ありません、よろしくお願いいたし

ます。 

 

○早川会長 

 佐賀労働局で必ずしも対応していないかもしれないですが、公務災害、特に教員の公務災害

について、状況を把握されている方いらっしゃいますか。 

 

○高橋労働基準部長 

 労働基準部では特にそのデータは持っておりません。 

 

○板橋委員 

 その公的機関の働き方改革の状況というのは何かあるのでしょうか。 

 

○高橋労働基準部長 

 公的機関のその状況を把握した資料はございません。 

 

○板橋委員 

 ありがとうございます。 

 

○早川会長 

 一方で教育従事者の労災が増えているということの把握はされていますでしょうか。必ずし
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も公立学校じゃなくていいのですけど、なければまた次回にでも教えていただければと存じま

す。また、事業継続に向けて労働力を移動させてしまうなかで雇用継続に向けての何らかの助

成はあるのですかというもう一つの質問が残っています。それは多分お答えいただける質問で

はないかと思いますがいかがですか。 

 

○加藤労働局長 

 公務員である教員の方の過重労働については、厚生労働省がまとめている「過労死白書」と

いうのがございまして、その中で分析結果というのがまとめられております。そういうところ

で分析した結果を踏まえて、国全体としてどういうふうに取り組んでいくかということが示さ

れてきております。 

 今回の資料、行政運営方針のあらましの中にもありますように、一番分かりやすいものとし

て１か月の残業時間が 80 時間を越えるようなところは、業種を問わず対象にしていくという

ことにしておりますので、80時間を越える実態があるという情報が把握されれば、労働基準監

督署の権限が及ぶところには立ち入り調査をして指導徹底を促していくということになります。

公立学校については所管しているところが同じような指導方法をとられていると思っておりま

す。 

 

○早川会長 

 ありがとうございます。もしかしたら最後の質問は必ずしも教育職務とは関係ないですね。

さきほどの雇用安定助成金がらみで出向元企業さんにとって事業継続できるような支援がある

のかというご質問なのですけど、パッケージの中にありますか。 

 

○三宅職業安定部長 

 われわれが事業主を支援するという時は必ず雇い入れに対しての助成だったりとか、あるい

は雇用調整助成金も休業された時に休業手当を支払って雇用を維持していただいたことに対す

る助成だったりというように、労働者のための助成金であり、助成金はご存知のとおり雇用安

定資金という事業主から支払っていただいた保険料を原資としておりますので、我々が労働分

野で活用するためであっても雇用の維持ですとか雇い入れを図るという前提で使えるお金なの

で、単純に事業主が経済上の理由で事業が立ち行かなくなった分を何か補填するという場合に

は、こちらの方ではそういった施策がない状況です。 

 

○早川会長 

 佐賀労働局、厚生労働省の管轄とはまた別の、コロナ対策の総合的な施策の中に別途、利用で

きるものはあろうかと思います。どうもありがとうございます。では、ご質問・ご意見等は、

どうぞ。 

 

○高橋労働基準部長 

 副業と兼業の関係なのですけれども一つ取組がありまして副業・兼業における労働時間管理

とか健康管理に関する相談の対応にあたっては、去年の令和２年９月に改定された副業・兼業

の促進に関するガイドライン、こちらについてパンフレット等を用いて説明を行って相談対応

等は行っております。以上でございます。 
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○早川会長 

  どうもありがとうございます。その他ご質問、ご意見等はありますでしょうか。どうやら出

そろったようですね。 

 では、本日ご欠席ではいらっしゃるのですが、宮崎委員からご意見いただいておりますので

ご紹介します。 

 宮崎委員からいろいろな制度や対策について、周知にも力を入れていただきたいというご意

見をいただいておりますので、その点を佐賀労働局の業務を進めていかれる中で、周知活動を

どうぞよろしくお願いいたします。 

 それでは次にまいりたいと思います。それでは続きまして、ご意見ありましたね。どうぞ。 

 

○大田雇用環境・均等室長 

 先程の周知に関することですけれども、今年度の周知広報状況なのですけれども、１月末現

在ではありますが記者発表件数が 69 件、取り上げられた件数は 214 件になっております。昨

年が同時期で135件でしたので、取り上げられた件数としては増えているところではあります。 

 また、それ以外にこちらで新聞とかラジオなど、そういったものもやっているのですけれど

も、ただ実感としてはなかなか伝わっていないという部分があるのかなと思いますので、いろ

いろ工夫していきたいと思っております。 

 最近の労働局の取組として、いろいろな広報媒体を一覧表にしまして無料で利用できる広報

媒体とか、あと有料で利用できる広報媒体というような一覧表にしまして、原稿などいつ、ど

ういうふうに、どの様に提供したらよいかとか、各部署の広報にあたって利便性を高める取組

でありますとか、今まさに少しずつ現在進行形で取り組んでいるような状況です。これからも

県民の皆様に伝わるような周知広報に取り組んで行きたいと思います。 

 

○早川会長 

 どうぞよろしくお願いします。それではよろしいでしょうか。それではこれで議題１の「令

和３年度佐賀労働局行政運営方針について」の審議は以上で終了します。今回の意見を踏まえ

て行政運営を行って下さい。 

 議題「その他」としまして、前回見直しを行うことになっておりました「佐賀県婦人既成服

製造業最低工賃見直しの工程」について、労働基準部から説明をお願いします。 

 

○高橋労働基準部長 

 前回審議会でご審議していただきました、佐賀県婦人既成服製造業の最低工賃につきまして

資料３でご説明させていただきます。まず資料３－１でございますが、見直しにかかる審議の

工程を策定したものでございます。上段から説明させていただきますと、今回第２回地方審議

会の方で最低工賃にかかる工程表を説明させていただくということをしております。その後、

５月下旬に第１回家内労働部会を開催させていただいて実際、委託者とか家内労働者に対する

実地調査について、例えば選定方法、どのような委託者にいくか、また家内労働者、例えばお

聞きする年齢構成とか人数をどうするかとかそういう方法、また聴取・確認する確認事項を事

務局の方で案を作成させていただき、家内労働部会でいろいろご意見、ご議論していただいて

実地調査の方法等を決めていきたいと考えております。 
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 次に、６月に実地調査、委託者及び家内労働者に対する聴取を実際、実施したいと考えてお

ります。 

 次に８月下旬から９月上旬にかけて、この実地調査の結果を事務局の方で取りまとめた上で、

第２回家内労働部会を開催させていただいて、実地調査の結果等を踏まえ、改定の必要性を御

審議していただいて家内労働部会で報告書を取りまとめて、労働局長に報告させていただきま

す。それで労働局長から地方労働審議会に諮問して受けて、おそらく11月頃開催されます第１

回佐賀地方労働審議会で報告書の内容を説明していただいて、実際改正の必要性をご審議して

いただきます。改正の必要性がありとなった場合に所定の手続きを行って、今度最低工賃専門

部会を設置します。最低工賃専門部会、12月から１月、２月にかけてこちらの最低工賃専門部

会で実際改定する適用範囲とか金額等を審議していただいて、結審後、専門部会報告を取りま

とめて地方労働審議会会長に報告することとなります。その報告を受けまして第２回地方労働

審議会、おそらく来年３月頃かと考えられますが、第２回審議会において、この最低工賃専門

部会報告を踏まえて調査審議を行っていただきます。そのなかで結果答申後、改定が決まりま

したら所定の手続きを行ないまして改定の効力が発生すると、このような流れを考えておりま

す。 

 資料をおめくりいただきまして資料３－２で家内労働部会委員名簿を添付させていただいて

おります。この後、審議会終了後に賃金室の方から第１回家内労働部会の日程調整の関係につ

いてご説明させていただきたいと考えておりますので、終了後大変恐縮ですがお残りいただけ

ればと思いますのでよろしくお願いいたします。以上でございます。 

 

○早川会長 

 ありがとうございます。今の労働基準部からの説明について、ご質問やご意見等ありました

らお願いいたします。 

 

○俣野委員 

 すみません。前回私から問題提起させていただいたので一言申し上げます。まず、この間迅

速にご対応いただきまして事務局に御礼を申し上げたいと思います。 

 この後、実際に来年委託者ですとか労働者に対して聴取をされるということなので、是非で

きるだけ幅広に、現場の意見、双方から聞いていただければありがたいなと思っております。

何卒よろしくお願いいたします。以上です。 

 

○早川会長 

 ありがとうございます。その他、ご意見ありますでしょうか。 

 それでは令和３年度、佐賀労働局行政運営方針及び佐賀県婦人既製服最低工賃見直しの工程

についての審議を終了いたします。 

 本日その他の議題はございませんので、これをもちまして本日の議事は終了とさせていただ

きます。本日は長時間のご審議ありがとうございました。皆様のご協力に感謝申し上げます。 

 なお、手続き的なことでございますが、本日の議事録の署名は私と労働者側委員から小池委

員、そして使用者側委員から田村委員にお願いいたします。それでは事務局に進行をお願いい

たします。 
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○事務局 雇用環境・均等室 貞木監理官 

 事務局でございます。早川会長におかれましては議事の進行どうもありがとうございました。

また、委員の皆様におかれましては長時間の御審議どうもありがとうございました。賜りまし

た意見を今後の行政運営に活かしていきたいと考えております。 

 それから、次回の審議会でございますが11月中旬頃の開催を予定いたしております。 

 また、令和３年９月末には今回の任期が終了となってございますので、改めて事務局よりご

連絡させていただきますので、どうぞよろしくお願い申し上げます。  

 また議事録の署名でございますけれども、後日事務局からお持ちいたしますので確認の方を

よろしくお願いいたします。 

 本日の審議会はこれをもちまして閉会といたします。本日はどうもありがとうございました。 

 

 

                 会   長 

                                          

 

                 労働者委員 

                                          

              

                 使用者委員 

                                          

 


